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総合政策部
総務部
消防本部

   1 課題解決の方向性

政策会議（議事録） 市長、副市長
日時 令和5年2月14日 部長、副部長

部長、副部長，副部長（危機管理担当）
消防長、次長、消防課長、課長補佐

出
席
者議題

火災などの災害時における無人
航空機の活用について

火災などの災害発生時に限定した民間団体との協定により無人航空機を活用する。

２ 具体的な取組み
（１）川西市消防本部の方針・・・民間団体との協定により無人航空機を運用する。
   自らの運用方式（自前で機体を購入しパイロットも職員がライセンスを取得して運用する。）
  では、災害時における即時性に優れる利点の反面、機体の購入費、維持管理費、パイロットの免
  許取得費も含め高額な経費が必要となるうえ、現時点での川西市消防本部の現在の規模を考慮し
  た場合、災害活動時にドローンを運用する上での人員確保が困難なため。

   参考：運用方法の違いによるメリット・デメリット          （出典：消防庁HP）
   

（２）協定の骨子
  ①費用については平時は無償とし、有事の際の出動は、消防本部と協定相手にて定めた額とする。
  ②航空法を含めた法令手続き関係は全て協定相手が行うこと。
  ③出動（飛行）において生じた損害は協定相手の負担とする。
  ④消防本部との合同訓練を実施すること。

３－１ 現状等
（１）川西市の地勢の変化
  ①新名神高速道路の開通 ②大規模物流倉庫の建設（南部・北部）③想定外の大規模災害の発生
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以下 当日の記録
4 補足説明

5 意見等

6   結論

（２）航空法の改正（令和４年１２月５日）
   目的：レベル４飛行の実現に向けた制度整備 / 許可・承認の合理化・簡略化
  

緊急用務空域
警察、消防活動等緊急用務を行うための航空機の飛行がされる場合に、
無人航空機の飛行を原則禁止する空域。
 ＊国交省などの許認可を受けていても飛行が禁止される。

川西市の飛行規制区域図 （出典：国土地理院HP）

凡例：赤色＝人口集中地区 緑色＝空港等の周辺地区

飛行する空域
（出典：国交省HP）

３－２ 課題 
 平成２８年１２月議会にて「ドローンの本市における活用について」の一般質問に対しての答弁と整合を
図る必要がある。
   

（出典：国交省HP）

協定は川西市消防長と協定相手との締結となる。

質疑：（問）今後も協定の締結は１者のみか？
   （回答）協定の骨子に合致すれば将来的には複数の協定締結を想定している。
意見：・議会に報告したのちにプレス発表すること。
   ・協定締結の時期は新年度からとする。
   ・進捗についてはガルーンに掲載すること

原案のとおり。決裁を得て進める（市議会へ報告の後、プレス発表を経て公開）


